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本研究と本稿について
昨年の IADSL解禁Jに端を発し，突如として「ブロードバンド通信」は各家庭
へと普及し始めた。本研究は，昨年， I e-]apanプログラム」とこの IADSL解禁」
に関わる電気通信事業法改正との関連性や経緯についての調査を行っていた際，多
くの疑問点と矛盾に遭遇し，これを契機として開始したものである。特に e-
]apanプログラムの 11 基本方針」中， (1)の「高速・超高速インターネットの普
及の推進」と(3)の「ネットワークコンテンツの充実」の関係には大きな矛盾が生じ
ている。 2001年7月当時，技術的には未成熟な部分は残るものの，ストリーミング
技術は広帯域通信環境下での実用レベルに達しており， Iブロードバンド通信の普
及」への引き金さえヲ|いてしまえば，その潜在能力が一気に顕在化されてしまうこ
とは明らかであった。総務省内に設置されている審議会と研究会においても，ブロ
ードバンド化の推進に係わる数多くの審議や調査が行われていたが， Iネットワー
クコンテンツの充実」の指針や政策の方向性についてはあまりにも漠然としたもの
で，高速・超高速インターネットの具体的な利用目的は明示されていなかった。つ
まり，肝心の「高速・超高速インターネット」と「ネットワークコンテンッ」の関
係を明確に示せないままに， I e-]apan構想」へと進展しようとしたことになる。
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この詳細は本稿本文中に記すが，この当時の e-]apanプログラムや総務省(旧郵
政省)には，既存のメディア産業への影響をどの程度まで想定していたのか，特に
この点については懐疑的にならざるをえなかった。本研究は，この背景から着手し
たものであり，ブロードバンド通信とストリーミング技術の相乗効果が費す社会的
な変化とビジネス市場の変化を対象とするものであるが，さらにかピジ、ネスへのス
トリーミング技術の融合なども視野に入れている。本稿は，この研究の中でも，始
動期に入った配信型メディア(ストリーミング配信)のインターネット社会への影
響，またその事業への応用性を整理し，予想されるその将来のシナリオについて問
うものである。
先行研究と本研究について
この研究活動は，先行研究を基には行えない。配信型メディアそのものが，ブロ
ードバンド通信とストリーミング技術の融合上において初めて成立し得るものであ
り，また昨年春期から胎動期に入り，本年から急速に始動期へとシフトし始めただ
けに，研究者と研究機関の両方が不足している状況にある。本研究と同様に，昨年
から IDC，富士キメラ総研，目立総合計画研究所なども研究を進めているようだ
が，ストリーミングに関する市場規模の予想，システム開発と管理，技術開発報告
などに特化した研究が主であり，ビジネス・ストリーミングや産業構造面における
影響などについての研究活動は，現状ではほとんど行われていないか，または研究
着手の時点ではないか，と考えられる。
このため，本研究では，総務省各審議会と調査委員会などの報告資料，ブロード
バンド通信とストリーミングの技術面の調査，同時に，ビジネス・ストリーミング，
インターネット放送とストリーミング配信事業への新規参入者の動向調査などを全
て同時進行で行い，これらを調査活動経過毎に重ね合わせる方法を採っている。先
行研究が全くない以上，本研究へ直接的・間接的に関連する幅広い分野から情報を
積み上げるしかない。
なお，注意点として，本稿も含め，本研究では「予測」という語を用いず，全て
「予想」を用いている。これは，本研究過程において，参照した数多くの資料や調
査活動報告に「予測」の文字が乱用されていたことに起因している。インターネッ
トに関連する調査研究は，調査対象が既に成熟市場や成熟技術にまで達しなければ，
その性質上， r予測Jは極めて困難である。特に，ブロードバンド通信やストリー
ミング技術の事業への応用などは，現時点では精度の高い「予測」を得ることはほ
ぼ不可能である。これは，ブロードバンド通信市場に関する予測などについても同
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様であり，これまでにも多くの研究機関から数多くの予測が発表されてはいるもの
の，昨年から急速に立ち上がった新市場を，過去1年間のデータだけで予測できる
ものではない。特に，変革期に入ったインターネットに係わる調査研究では， r 5
年後」の予測など可能なはずもない。このため，本稿では敢えて「予想」を用いる
こととしている。
2 ブロードバンド通信とストリーミング技術が賛すインターネット社会
の変化
これまでのインターネットの発展の歴史上において，長短の両側面を有する特徴
のーっとして，個人，法人，固など，これら全てに対して平等な情報発信機会が与
えられていたことが挙げられよう。これは，特に HP(ホームページ)がその典型
例である。個人の HPも，政府の HPも，デザインや機能性，アクセス数などの違
いはあれども，同等に情報発信の機会を与えられている。創意と工夫によっては，
個人や中小企業の HPですらも，僅かな期間において巨大な人気サイトへと成長可
能であり，またインターネットは数多くのベンチャー企業も輩出してきた。インタ
ーネットへの通信接続回線の確保と数台のパソコン(サーバも含む)， IPアドレス
とドメイン名の取得だけで，巨大企業に対して真っ向から挑戦状を突きつけること
のできる，現実社会では在りえない「仮想空間」でもあった。これまでの HP表現
の中心は，文字と画像(写真を含む)であり，手の込んだ HPでもせいぜいスクリ
プト言語や動画を駆使する程度でしかない。この視点から見れば， HP上において
は，個人と企業の間に格差も生じ難い。これら比較的に単純かつ限定された技術的
要素を纏めながら，デザイン性，操作性，機能性などを高めていく作業は，個人と
企業の聞にも大きな差異はないためである。
しかし， r映像」と「放送」というキーワードが加えられることで，インターネ
ット社会にも大きな変化が生じる可能性もある。本章では，ストリーミング技術の
台頭がインターネット社会に対してどのような変化を与えるのか，商業的視点から
この点について検証を行う。
個人環境(家庭環境)
ストリーミング技術に代表される，オンデマンド配信やライブ配信については，
これまでのインターネット社会の原則に従わない法則も作用し始める。特に，今後
普及の予想されているストリーミング方式によるオンデマンド映像、配信では，個人
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活動の機会は減少し，事業への発展性も著しく低下すると予想される。
これは，実際のストリーミング映像配信を想定してみれば，容易に理解できる。
個人レベルの作業でも， NTT・BBが自 IP網内で現在供給しているような，
6Mbpsピットレートのストリーミング・コンテンツ映像製作は可能である。
NTT-BBと比較すれば，映像品位のレベル差は当然生じるが， 6Mbpsピットレー
トのストリーミング映像ファイルの製作作業は同次元で行える。ところが，単純に
高ピットレートの映像コンテンツをアップロードするだけでは，企業と同等レベル
の映像配信は行えない。何故なら，先ず第 1に，インターネットに配信するための
通信接続回隷容量に不足が生じる。 ADSL利用契約者であれば，既に上り通信速度
に不足が生じてしまうし， FTTHで 20Mbpsの実効スループットを得ているとし
ても，この通信容量では僅か3映像配信分にしか相当しない。しかも，ベストエフ
オート方式の問題点が表出してくるピーク時間帯では，実効スループットも低下し，
等時通信性も極端に低下してしまう。これまでは，個人運営の Webサーバであれ，
ピーク時間帯における通信速度の低下や，過度なリクエスト数やセッション数を受
信しでも，単純にレスポンスの低下を招くだけで，受信者に「待ち時間」ゃ「再ア
クセス」の苦痛を強いるだけであった。ところが，ストリーミング配信の場合，送
信チャネル用の通信帯域不足は致命的な問題と化す。現在，普及利用料金帯で提供
されているブロードバンド通信接続サービスは全てベストエフオート方式であり，
専用線型通信接続のように定速性を優先した仕様ではない。しかも，個人レベルの
映像配信目的のために，高額な専用線型通信接続利用料金を支払えるものでもな
い。これでは，個人レベルのストリーミング映復配信が，これまでのように事業レ
ベルへと発展する可能性は，現時点では極めて低い。
また，個人レベル(個人事業なども含む)のストリーミング映像配信事業への参
入障壁は，他にも存在する。映像撮影や映像処理などは個人レベルでも手軽に楽し
めるものであるし，趣味の範囲内において既にある程度普及もしている。ところが，
個人で映像コンテンツ製作は行えても，商業レベルの映像コンテンツ制作は行えな
い。家族や風景などを撮影した映像をインターネット上にアップロードするケース
もあるが，これらのコンテンツが大きく支持され，商業レベルへと発展する可能性
は皆無に等しい。本来，映像制作作業の基本活動単位は，個人ではなく，複数の人
員から成るプロジ、エクト単位である。 CATVに見られるような，レポータ一一人
で「企画→取材・撮影→編集Jを全て担当するような例もあるが，これも複数のレ
ポーターが存在してこそ活きるものであり，個人がこれを真似てみたところで，商
業的な価値を生じるとは想定し難い。上述の指摘点も含めれば，個人活動レベルの
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資金力と製作作業では，商業的価値は創出され難いことになる。この点を強く指摘
しておきたい。
個人レベルのストリーミング映像配信の商業的成功を阻む壁は，法的な側面にも
存在する。この代表的な例として， 1996年12月に採択された IWIPO著作権条約及
び WIPO実演・レコード条約」が挙げられよう。この改正に合わせ，園内でも
1997年以降に著作権法改正が行われ，新たに「公衆送信JI自動公衆送信JI送信可
能化」などの概念が導入されている。この改正によって，インターネット上からの
ストリーミング映像配信も，著作権法の保護対象となる著作物を配信する行為は，
「公衆送信権」と「送信可能権」を得ていることが必要となった。映画，テレビ番
組，音楽などは全てこの保護対象であり，これらの使用には全ての著作者と著作隣
接権者からの承諾を要する。この法改正により， I著作権フリー」となっている映
像，音声，音楽などの素材でも，著作隣接権の侵害にまで注意を払わなければなら
ない。加えて，肖像権にまで注意を払えば，個人レベルのストリーミング映像コン
テンツについても，全てオリジナル素材からの製作を前提とすることになろう o
つまり，ストリーミング配信に限定した視点上では，インターネット上における
個人とグループ(法人も含む)の聞に，純然たる格差が生じることが予想される。
これは視点を変えれば，インターネット上でも資本規模や活動規模などを求められ，
事業者優位の構図へと発展するとの予想が成り立つ。後述する「第4のシナリオ」
において解説するが，放送事業では「規模の競争原理」が作用するだけに，特にイ
ンターネット放送の世界では，個人運営サイトの地位は高いものとはならないと予
想される。
メディア産業
通信のブロードバンド化とストリーミング技術の進展に伴い，最も躍進を期待さ
れているメディア産業ではあるが，現実には，ストリーミング配信事業を積極展開
している企業は少なく，総体的には副業的な位置付けでしかない。また，メディア
産業の中でも，映画産業は特に慎重な姿勢を示している。
映画産業では，ストリーミング配信サービスを優先的に展開するよりも，映橡・
音楽事業者は大量の不正コピーに悩まされており，特に「海賊版」と呼ばれる量産
型の不正コピー商品の流入に手を焼いている。 DVDでさえも，採用されている
CSS (Content Scrambling System)が， 16歳の少年によって開発された解読ソフ
トIDeCSSJで破られ，リッピングソフト ISmartRipperJが現れるなど，惨憎た
る状況にある。上述した著作権法による法的保護は存在しでも，技術的にコピーが
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可能である限り，海賊版や個人間での不正コピー配布を根絶やしにできるものでは
ない。そして，この問題がストリーミング配信事業にも大きな影響を与えており，
本格的な事業活動への足棚となっている。
現時点において，大規模なストリーミング配信事業の展開を図れば， PCをその
主再生機器としなければならない。ところが， PCを主再生機器とした映画・音楽
配信事業では，コンテンツの不正コピーを完全に防止することがほぼ不可能に近い。
従来の光メディアやファイル形式によるコンテンツ配布よりも，ストリーミングに
よるコンテンツ配布は不正コピーに対する防護策を講じ易いが，それで、も， PC上
で再生が可能で、ある限り，完全なコピープロテクトなど存在しえない。つまり，ス
トリーミング配信事業そのものへの意欲は生じても， rpc上での再生」を前提と
する配信事業には消極的にならざるをえない。どのように高度なコピープロテクト
技術(例えば， r電子透かし」など)も，一度そのコピープロテクトが破られてし
まえば，その後の不正コピーを防止することはできない。 BPDG(Broadcast 
Protection Discussion Group)の最終報告でも，様々な技術的な提案を行っている
が，やはりインターネット経由での不正な再配布や再配信の対策には頭を悩ませて
おり，対 PCに関しては抜本的な対策を打ち出せていない。
それでも，メディア産業界全体がストリーミング配信事業に手を扶いているわけ
ではない。現状では，上述の不正コピーの問題の生じないストリーミング配信を主
体として，事業展開は行われている。無憤で閲覧できるニュース，映像，音楽など
がこの典型例であろう。極めて単純な話ではあるが，所謂「海賊版」の不正コピー
は，無償配布や無償配信されているコンテンツを対象とすることはない。また，不
正入手の衝動を生じさせないレベルにまでコンテンツ利用料金を引き下げている事
業者もある。つまり，現時点における大多数のストリーミング配信事業者は， r無
償」または「低利用料金J，このいずれかの事業に分類される。
将来的には，ストリーミング配信事業であれ， (感覚的に高価な)有償コンテン
ツは不正コピー行為の脅威に脅かされるであろうし，これに対して，法的保護と技
術で対抗する構図は今後も不変となろう。この中で，如何に収益性の高いストリー
ミング配信事業を構築できるのか，この点を関われる。
放送事業に関する 3つのシナリオ
ECRの調査は，ブロードバンド化の進展に伴い，ブロードバンド市場の全体規
模は2005年に 1兆2115億円にまで拡大すると予想している。この調査で用いられて
いるブロードバンド市場分類を事業種分類へ整理し直せば，下記のようになる。
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(a) ブロードノ苛ンドコミュニケーション
(b) インターネットゲーム
(c) 映像配信
(d) 音楽配信
(e) ソフトウェア・ダウンロード
(f) eラーニング
(g) 電子出版
(h) 遠隔医療
(i) ASP 
しかし， (c)と(d)の中でも「放送事業Jについては，その将来像について不鮮明な
点が数多く見受けられ，総務省放送政策研究会などでも議論が行われている。スト
リーミング技術とインターネット放送に関わる多数の意見交換も行われてはいる
が，最終的には「放送と通信の融合」という漠然とした表現の域を超えていなしミ。
この「放送と通信の融合」については，現時点でも確実に進行しており，放送事業
者のインターネット放送への参入，衛星放送番組の同時ストリーミング配信，
CATVの通信事業への参入などがこの例として挙げられよう O しかし，この「放
送と通信の融合」は，結局のところ「伝送技術と伝送路Jの変化でしかない。つま
り，現状のキープレイヤーがインターネット放送の将来の鍵を握っていることにも
なる。
法務省放送政策研究会の平成14年2月の議事概要に，ブロードバンド化の進展に
伴う， I放送と通信の融合」の将来像について，想定される 2つのシナリオの発言
が掲載されている。この 2つのシナリオについて，東京大学法学部長谷部教授は，
法と経済の視点から予想される大まかなシナリオを導き出した，と発言している。
(1) 他チャンネル化が進行すれば，視聴者行動の極端な分散が生じ，放送事業者
の収益低下と番組制作経費の削減が予想される。これによって，放送番組の質
の低下，公共性が薄れ，またコンシューマーとしての視聴者のあり方と，他方
で社会全体の利益を考えるシチズンとしての視聴者のあり方，その議離がます
ます顕在化をしてくるのではないか。
(2) ソフト，ハードの両面で，現在の放送，特にテレビに該当するようなサーピ
スについても，規模の経済というのは存続する。多チャンネル化が進行しても，
視聴者の視聴時間や趣向からの影響もあり，高視聴率を得られる番組供給能力
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を問われる。結果的には規模の競争原理が作用し，同業種・異業種間で様々な
事業統合が見られるのではないか。
「放送と通信の融合」を前提とし，現状の放送と通信のキープレイヤーが社会的
影響力をそのまま維持し続けられるケースでは，上記のシナリオでも大筋のコンセ
ンサスを得られるであろう。
第3のシナリオは， I放送と通信の融合」を真っ向から否定するものである。こ
れは，上瀬千春氏(フジテレビジョン)の IInternetW eek 2001Jの講演でも概説
されたが，電波放送固有のメリットとして，数千万世帯に安定した放送サービスを
提供できる点，電波放送方式は低伝送コストである点，マスメディアとして既に普
及している点，次世代 VTRは1000時間録画を可能としており，全ての放送番組を
録画すれば，オンデマンド再生用のホームサーバとしての役割を果たせる点，など
を根拠とし，現在の放送事業者の優位性に変化は生じない，とするシナリオである。
しかし，残念ながら，これは放送事業者側の視点、においてのみ正当化可能なシナリ
オであり，反証は容易である。例えば， I電波放送方式の低伝送コスト」の主張は，
現状の電波放送事業者全体の運用コストや CM放送料金などと矛盾してしまう。
また，次世代 VTRの活用方法については各家庭によって異なるであろうし，この
次世代 VTR自体がブロードバンド放送に対応してしまえば，シナリオは逆転現象
を起こし，ブロードバンド放送側に有利に作用してしまう。また， Yahoo!BBの
CATV事業への参入例， SONYの東急ケーブルへの資本参入など， I放送と通信の
融合」の流れは既に始まっている。
第4のシナリオ
平成12年度の民開放送事業者の売上高は約 2兆6500億円にも達しており， NHK 
を除けば，放送事業者はこの売上高の大半を一般企業の CMや番組スポンサ}の
契約料から得ている。つまり，放送の無料番組視聴の仕組みを企業が担っており，
特に民間地上波放送は，この無料放送によって繁栄してきたと言っても過言ではな
い。この企業からの営業収入がなければ，放送を有償化せざるをえない。現実に，
多くの衛星放送事業は有償である。営利法人である以上，営業収入を基盤としない
放送事業は存在しえないはずで、ある。しかし，この民間地上波放送の無償放送を
「当然の事」と考えることは，あまりにも危険であり，この前提上にいる限り「放
送と通信の融合」の呪縛から逃れられない。そして，現在の放送事業とは全く異質
の「放送事業」も，商業的な側面からは成立可能であることにも気付き難い。
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企業はマーケテイング目的の経費として，放送事業者に対して年間約2兆6500億
円にも及ぶ支出を計上していることになる。企業のインターネットに対するマーケ
テイング的価値が高まれば，事業戦略上からの ieマーケティング」へと発展し，
インターネット放送に本格参入する可能性も極めて高い。これまで企業の捻出して
きた莫大な広報・広告支出を考えれば，インターネット放送事業単独への支出はそ
れほど大きな負担とはならない。 ieマーケテイングJの価値の向上は，新たな無
償放送の仕組みを成立させ，一部の企業では，インターネット放送事業への進出す
るケースもあろう。つまり，インターネット放送事業では，新たなキープレイヤー
が自ら名乗りを上げる可能性もある。この点を見落としてはならない。
この新たなキープレイヤーを前述の3つのシナリオと重ね合わせた時，第4の新
シナリオの影を発見できるはずである。現状の一般的な企業には，放送事業を展開
するために要するハードとソフトの両面が欠落している課題はあるが，一部の企業
ではこの課題すらも参入障壁とはならない。松下電器グループ， SONYグループ
などは，この代表的な企業グループであろう。インターネット放送だけに限れば，
これらの企業はハードとソフトの両面を兼ね備え，かつ通信事業や ISPについて
も既にグルーフo傘下に収めている。また，目立，東芝，三菱，日本ビクター，キャ
ノンなど，家電業界にはハードとソフトを自社グループ内だけである程度充足可能
な企業は，他にも多数存在する。これらの企業が全力を挙げて，インターネット放
送事業を推進すれば，既存の放送事業者はインターネット上では極めて困難な状況
に追い込まれかねない。家電業界は，同時に映像産業，音楽産業とも極めて密接な
関係にあるだけに，映画や音楽などのソフト面でも強大な存在である。これらのソ
フトとハード，莫大な宣伝広告予算を武器に eマ}ケテイング戦略上においてイ
ンターネット放送を事業展開されては，インタ}ネット上に限れば，現在の放送事
業者との地位が逆転するシナリオさえも成立してしまう。前述の3つのシナリオで
は，番組制作経費を放送営業収入に依存するのに対し，第4のシナリオでは，スト
リーミング配信事業(放送事業を含む)がマーケティング活動の一環であるため，
極論すれば， i放送営業収入」の概念と原意を根底から覆しかねない。
この「第4のシナリオ」は，夢物語ではなく，現実に，既に動き始めているシナ
リオである。 SONYのように，既に iSonyDriveJ i eCatalogJ iMega-ChanneU 
iMorrichJ iPerCosTV J i AIIJを総合整情し，さらに事業案内や商品広告を主事
業とする iadTV Jまで設置している企業もある。例えば，この iadTVJの事業
内容を下記に示す。
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SONYグループのテレビ CMやプロモーション映像配信
SONYグループのショールーム映像配信
SONYグループのニュースやイベント情報
SONYグループが提供しているインターネット放送番組の案内
SONYの商品とサービスに関する情報
••••• 
この SONYのケースについては， 2001年11月13日に報道発表された「ユピキタ
(初)
ス・バリュー・ネットワーク」構想を忠実に実行に移し，本格的なブロードバン
ド・ネットワーク元年を2005年とし，全力を挙げた取り組みを行っている。この例
からも解るように， SONYは単に放送ビジネスに参入しているわけではなく，
SONYグループ全体として，新たに「放送機能」の獲得も目指していると想定す
べきであろう。
ストリーミング映像配信の事業応用とコンテンツ総容量
これまでに 4つのシナリオについて説明してきたが，インターネット経由の映
像配信事業の今後の成長は，従来のメディア産業が継続的にその核となることは間
違いない。膨大な映像リソースを所有するメディア産業をキープレイヤーとして，
インターネット上での映像配信事業が展開されることには異論を差し挟む余地もな
く，現実に，積極的に大手 ISPや通信事業者と共同で映像配信事業の設置を図る
などして，新市場における地位の獲得にも力を注いでいる。
ブロードバンド時代の雄は， i既存のメディア産業(放送事業者を含む)+通信事
業者」である。ただし，これは「有償の映像配信J，あるいは放送営業収入を前提
とした「無償の映像配信Jの視点に限定された予想である。しかし，本稿中の 2で
も示したように，企業からの宣伝広告目的の無償映像配信の市場成長も侮れない。
つまり，もう一方の雄は， SONYのような放送事業への参入のケースを除外すれ
ば，ビジネス・ストリーミングとなる。特に eビジネスと映像との融合について
は，今後の焦点のーっとなろう。企業 HP上でも映像による商品説明や PR広告を
提供しているケースも珍しいことではなくなり，インタ}ネット通信接続のブロー
ドバンド化の進展に歩調を合わせ，よりマーケティング戦略性の高い，新たなスト
リーミング映像配信の模索も始まるであろう。
仮に，企業 HP上での映像コンテンツの活用と応用の動きが本格化すれば，既存
のメディア産業がどうように膨大な映像資源を有していたとしても，絶対数に勝る
3 
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企業群からの配信される映像総容量は侮れないレベルへと成長することになる。仮
に， 10万社が 10MB分の映像を HP上から配信可能にするだけで，その総量は約
1 TBにも達する。しかも，この 10MB分の映像データ量は， 768Kbpsのストリ
ーミング映像で約107秒程度であり，これでは単一商品の紹介程度にしか使用でき
ない。現実には，会社紹介，広報映像，商品紹介，ユーザ・サポート， eラーニン
グなどの多目的に高品位映像を活用すれば，単一企業の HP上でも容易に数百MB
~数 GBもの映像デ}タ量となる O この想定でのストリーミング・コンテンツの総
容量は， PB (Peta Byte)単位に到達してしまう。
下図のグラフは，今後予想される大手企業の運営する HPのコンテンツ総容量の
変化について示すもので， SONYや松下電器などの大手家電製品事業者なども含
まれる。この急激なコンテンツ容量の増大が予想されるのは，企業HP中の映像コ
ンテンツ本数と容量の増加分によるものである。これは既に顕在化している傾向で
あり，例えば， SONYの運営する HP中の動画と映像分容量は過去1年間で驚異
的なほどに増量している。今後は，家電産業や情報産業などを先陣として， HP中
に映像や音声を積極的に収容し始めると予想される。
しかし，大規模企業にとっても，ストリーミング・コンテンツの容量が増せば，
その該当経費負担の問題よりも，先に人材面の課題に直面してしまう。日本企業の
大多数は従来(アナログ的)のメディア戦略を熟知し，メディア産業と協業する術
も習得している。ところが，インターネットも踏まえたコミュニケ}ション戦略と
←現在
???????
時間経過
大規模事業者HPのコンテンツ容量の将来的変化の予想(1)図1
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メディア・ミックス戦略は，従来のマーケテイングの知識と戦略だけでは十分なも
のではない。簡潔に言えば，インターネットを新たな主要メディアと捉らえた場合，
メディア産業に大きく依存した現在の企業の運用方式では，企業側が新たに有効な
コミュニケ}ション戦略とメディア・ミックス戦略を打ち出せる保証は何処にもな
い。加えて，社会におけるインターネット利用が完全に定着し，一つの強大なメデ
ィアとしての地位を確立すれば，部分的な外部依託ならば可能ではあるが，企業レ
ベルのマーケテイング戦略性を関われるだけに，原則として，企業自らが戦略的に
ストリーミング配信の運営・管理を行うことになる。
インターネットの普及率の上昇と通信のブロードバンド化は，同時に，企業自身
にとって初めて，広義の「メディァ」を自らの手中に収めることにもなる。しかし，
残念ながら，現在の多くの日本企業はこのニューメディアを戦略的に最大活用する
能力を現時点では備えていない。このため，今後この早急な対応が不可欠となろう。
将来的に，一般家庭からのインターネット・アクセス速度が安定して 6Mbps以上
を得られるようになれば，各企業の HP中からハイビジョン映像相当の高画質映像
をダイレクトに顧客に向けて配信できるようになる。しかし，これまで放送事業者
などに委託してきた機能の一部を，自らの手で戦略的に運用することは容易ではな
かろうし，システム面以上に，特に人材面の課題が顕在化することは避けられない
であろう。
下図2は，図1のコンテンツ容量の伸びについて解説するためのものである。
←第3成長期
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時間経過
大規模事業者 HPのコンテンツ容量の将来的変化の予想 (2)図2
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上図中の「第 1成長期」は，これまでの HPの成長過程である。このため，スト
リーミング・コンテンツを含んでおらず，グラフ上では大きな伸びを示すことはな
い。 2002年から突然生じた第2成長期については，今後のブロードバンド通信の進
展状況に大きく左右されることになろうが，現状では参入している全ての企業が手
探り状態にあり，ニューメディアへの事業戦略やかピジ、ネスとの融合への試験的な
期間になる，と予想している。ただし，ここでは「予想」としているものの，極め
て高い可能性において，ビジネス・ストリーミング市場は拡大していくと考えられ
る。 IDCの調査でも， 2006年にはストリーミングコンテンツ市場規模も1680億円
にまで成長すると見込んでおり，この予想に無償コンテンツも含めれば，コンテン
ツ総容量は著しく増量すると予想されるが，最終的には，この成長規模や成長期間
(23) 
がどの程度持続するかは，“Metcalfe'sLaw"が作用し始めるかどうかに大きく依
存する。
第3成長期については，私見であることを強調した上で概説する。本稿中の 2に
おいて論じたように，映像コンテンツ制作には巨額な経費を要する上に，大規模な
ストリーミング配信事業ではシステム運用経費負担も高まる。このため，ストリー
ミング配信の事業への応用範囲や投資にも，ある程度の頭打ち傾向が生じるものと
予想され，第3成長期は上図中に示すように，さらに aと bの2つの上昇曲線を
描くものと予想している。ストリーミング配信とコンテンツ制作への経費負担は，
年間に配信するコンテンツ数とその総容量に比例して増大する。このため，最低水
準から標準程度以上のコンテンツ整備を望まない企業，またコンテンツ制作を外部
依託に依存する企業などは， bの上昇カーブに見られるように，上昇率も鈍化して
いくことが予想される。第3成長期については，ストリーミング配信の事業への応
用に成功した企業同士の新たな競争を示すものである。第2成長期が「始動期jで
あるのに対して，第3成長期は言わば「成熟期」への競争を意味する。
4 ビジネス・ディバイド
「デジタル・デイパイド」とは，我が国国内法令上の概念ではないが，一般に，
情報技術や情報通信技術の恩恵を受けることのできる人とできない人の聞に生じる
経済的格差を指す。政府官邸から公表されている平成14年 6月18日付けの re-
]apan重点計画」中では，デジタル・デイパイドの主要因を「地理的情報格差」と
「年齢・身体的格差」の2つに大別し，その是正措置を示している(下記を参照)。
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(1) 地理的情報格差の是正
① 地域情報通信ネットワーク基盤の公的整備推進
② 民間事業者による情報通信基盤の整備に対する支援
③ 情報通信技術を活用した公共サービスの充実
(2) 年齢・身体的な条件の克服
① 情報提供のバリアフリー化
② 公共空間のバリアフリー化
③ 学校のバリアフリー化
④ 高齢者・障害者のための情報通信関連機器・システムの開発等
ただし，米国商務省レポートでは，この他の社会的なデジタル・デイパイドの要
因として.r収入格差J.r性別格差J.r人種格差J.r職業格差J.r教育格差J.r住
居種格差Jなどについても言及しているO この種のデジタル・デイパイドは，個人
と社会の中において生じるもので“Socia1Divide"と称される。
この他にもデジタル・デイパイドは想定されており，大別すれば，国際間，企業
関(ビジネス・デイパイド)などが挙げられる。本意では，この中でも特に企業聞
のデジタル・デイパイド(ビジネス・デイパイド)について解説する。
格差の起因
ブロードバンド通信とストリーミング技術の並行的な進展は，この企業聞のデジ
タル・デイパイドを一気に加速させる可能性が高い。本稿の 2でも述べた，大変革
を意味する「第4のシナリオ」についても，仮説としてではなく，現実のものとし
て動き始めてはいるが，このレベルでのストリーミング配信事業に参入できる企業
の数は極めて少数であろう。その他の企業については，ビジネス・ストリーミング
の範曙を超えることはないで、あろうし，その中で、の競争への展開が予想される。何
故なら，ストリーミング配信の本格的な事業への応用については，先ず「事業規模」
の視点からストリーミング配信を捉える必要があり，先ず後述する 2つのハードル
を乗り越えなければならないためである。
ブロードバンド通信を前提とするストリーミング配信では，これまでのように数
台の Webサーバ，メール・サーバ.DNSだけをインターネット・ゾーンに設置
しておけば，必要最低限の業務用システム構成が整うわけではない。つまり，第1
のハ}ドルは，システム面に関わる課題であるO 本格的なストリーミング配信には，
先ずインターネット・ゾーンのシステム構成に関して大幅な見直しを要する。また，
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同時に，インターネットへの通信接続回線容量の大幅な増強にも対応しなければな
らない。安直に， Webサーバを追加するような感覚では，事業性の高いストリー
ミング配信は行えない。
事業用ストリーミング・サーバは負荷分散構成を前提とするだけに， 10-30台程
度のサーバ構成となることも珍しくはなく，同時アクセス者数と配信映像の品位に
よっては，これ以上のサーバ群を設置しなければならなくなる。また，インターネ
ットへの通信接続回線についても， ADSLや FTTHのようなベストエフオート方
式の通信サービスを利用できない。このため，高額な専用回線契約と十分な通信容
量を確保しなければならない。また，コンテンツ制作を全て外部依託するケースを
除けば，コンテンツ制作用ハードとソフトへの設備投資も必要となる。つまり，導
入経費はもちろんのこと，巨額の運用・保守経費を背負うことになる。
第2のハードルは，コンテンツ制作の専門職員である。システム面に関しては，
既存の情報担当部門と専門職員(エンジニア)でも特に問題は生じない。しかし，
システム技術者とストリーミング・コンテンツ制作者の職務と職責は完全に別次元
なものであり，兼務可能なものではない。この点に関しては，コンテンツ制作スタ
ッフを新たに雇用するか，もしくは外部の専門事業者に依託するか，この二択とな
る(勿論，この両方を併用することも可能)。結局のところ，どのような意思決定
を下すにしろ，この人件費を負担しなければならないことに違いはない。
この人件費について， Webコンテンツ制作と映像コンテンツ制作を行っている
事業者5杜への聞き取り調査の結果を下表1に示す。
表1 コンテンツ制作の外部依託費用
デザイン系職種 1時間の作業費 150時間(月工数)の作業費
プランナー 10，000-15，000円 150-225万円
クリエイティブディレクター 10，000-15，000円 150-225万円
アートディレクター 8，000-11，000円 120-165万円
デザイナー 7，000-9，000円 105-135万円
グラフィックオベレーター 5，000-7，000円 75-105万円
表2 ソフトウェア開発の外部依託費用
コンビュータ系職種 1時間の作業費 150時間(月工数)の作業費
システムエンジニア 4，000-10，000円 60-150万円
プログラマー 2，600-6，000円 40-90万円
ネットワークエンジニア 4，600-10，000円 70-150万円
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参考のために，同時に聞き取り調査を行ったソフトウェア開発事業者への依託費
用を上表2に示すが，この二表を比較すれば，コンテンツ制作の依託費用が如何に
高水準であるか，理解できょう。ただし，実態調査までは行えていないため，基本
的な外部依託経費の水準を掌握できる程度にしかすぎないが，コンテンツ制作を全
面的にアウトソーシングする際の目安とはなる。
この2つのハードルが意味する事実とは，つまり，ストリーミング配信を事業に
対して応用する行為は， r規模の競争原理」が強く作用するということである。本
章以前でも述べてきたが，ブロードバンド通信向けのストリーミング配信に関する
限り，これまでのインターネットでは大きく作用していなかった， r規模の競争原
理」が大きく働き始める。これは，ストリーミング配信の規模の違いによっても異
なるが， r導入経費jr運用経費jrコンテンツ制作費」を吸収できるだけの資本的
体力を有していなければ，事業向けのストリーミング配信は行えない。結果的に，
事業規模によるビジネス・デイパイドは半ば必然的に生じてしまうことになる。
事業種による適性
「事業規模」による適性に加えて，ストリーミング配信については事業種による
適性も考慮しなければならない。この適性とは，事業者の事業種がストリーミング
配信とコンテンツ制作への関連'性が密接で、あるほど高い(下記(a)-(e)にこの適性の
高い事業種例を挙げている)。例えば，映像家電製造業のストリーミング配信への
適性と比較すれば，食品加工業はその適性に劣ることは明らかである。
(a) 通信事業
(b) コンテンツの企画・制作事業，またはコンテンツ性の高い事業
(c) 情報関連事業
(d) 映像関連機器製造事業
(e) 放送用機器関連事業，または放送用施設設備を擁する事業
事業性の高いストリーミング配信には，映画・音楽や放送番組に代表される「コ
ンテンッj，コンテンツ制作に関わる「コンテクストj，そして映像・放送用機器，
コンピュータや通信に関わる「ツールj，これらの三要素を求められる。このため，
各事業種の適性については，この三要素を基準として判断できる。ただし，この三
要素への直接的な係わりがゼロであったとしても，大規模なストリーミング配信へ
の適性がゼロとなるわけではない。技術的には，ストリーミング配信は事業種に関
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係なく応用可能であるが，この適性がゼロに近いほど，他の事業者から支援を要す
る。このため，適性が低ければ，単に投資と諸経費の負担が比例的に増大するだけ
である。また，主要事業に適性が欠ける場合でも，グループ企業内や関連企業など
に適性の高い企業を有していれば，補完的な作用が強く働く。トヨタ自動車を例に
挙げれば，自動車製造事業そのものの適性は低いが， トヨタ自動車は通信関連事業
や放送事業などに対して広範囲な出資活動を展開しており，これらの傘下企業がト
ヨタ自動車への適'1企を引き上げる役割を果たす。勿論， トヨタ自動車ほどの事業規
模と収益力を備えていれば，ストリーミング配信事業を単独でも設立することも容
易であろうし，現実に， トヨタ自動車は既に IAIIJにも資本参加している。
5 本稿のまとめと今後の研究について
インターネット上における映像配信と映橡コミュニケーションは，本年からよう
やく本格的な始動期に入った，と言えよう。インターネットの創案者と考えられて
いる MITの Lickliderは，コミュニケーション・ツールとは単なるコンピュー
タ・ネットワークの送受信以上のものである，と定義している。これまでのインタ
ーネットの社会的な功績を否定するものではないが，今日にしてようやく
Lickliderの真意に沿うコミュニケーション・ツールへの進化を果たしたのではな
いだろうか。つまり，この実現に35年近い年月を費やしたことになる。インターネ
ットを「コンピュータ・ネットワーク」として捉えてきた時代から，インターネッ
トが広義の「コミュニケーション・ツール」としての役割を呆たす時代へとまた一
歩前進したことになろう。
ただし，技術革新が社会と経済に根付くまでには時間を要する。 Moklyrによれ
ば，技術革新の最大の敵は「保守主義」であり，既存の制度，社会構想，経済構造，
組織構造などと激しく対立する。本研究の調査活動時においても，実用レベルのデ
ジタル通信型映像コミュニケーション・ツールの登場を巡る，現体制の既得権益と
の聞に生じている激しい摩擦を実感できた。特に総務省には，電気通信審議芸;有
娘放送部会，放送政策研究会，インターネット利用高度化委員会， IT革命を推進
するための電気通信事業における競争政策の在り方についての特別部会，などの数
多くの審議会や調査研究会が設置されており，ストリーミング放送(インターネッ
ト放送)の脅威についても議論が行われている。しかし，これまでにも指摘してき
たように，あくまで「放送と通信の融合」を前提とし，既存の放送事業と通信事業
者をベースとした議論に終始している。平成14年7月30日付けの情報通信審議会
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(39) 
IT競争政策特別部会の最終答申本文中に取り上げられることもなく， IIT競争政
臼0)
策特別部会の最終答申(草案)に対する意見及びそれについての考え方」中の最終
ページの 1(2)優良なリッチコンテンツのブロードバンド流通活性化のためにJにお
いても，掲載されたのは下記の内容だけである。
「新たな競争政策の推進とともに，ブロードバンドインフラの整備促進，コンテ
ンツ産業の育成等の多様な各種振興策を講じることにより，これら両者が有機的
に連携して，需要と供給の両面から市場創造の好循環を生み出し， トータルとし
てブロードバンド市場の発展を実現することが可能となるものであり，競争政策
とこれら振興策が互いに矛盾することとならないよう運用上十分配意することが
重要であり，J(以降，省略)
(IT競争政策特別部会， 2002， p.146) 
残念ながら， 1 e-]apan構想」と「全国ブロードバンド構想」の謡うブロードバ
ンド化の推進政策中では，具体的，かつ優先的にどのような通信型サービスを社会
に対して侠給するのか，この点については明示されていなしミ。また， 2000年12月に
総務省から発表された 12005年へ向けた e-]apan超高速ネットワークイニシアテイ
ブ」中の口-18ページでは，ネットワーク・アプリケーションに関する具体例を挙
げているものの，最も重要視すべきはずの，インターネットを機軸とした「個人生
活」と「メディァ」の相関関係の変化については一切触れられていない。山本
(2002b)が指摘するように，広帯域通信の通信速度を最大限に活用可能な通信サー
ビスは，ストリーミング技術を応用した映像コンテンツ，放送，映像コミュニケー
ションなどである。また，光ファイパ}網整備の推ー進は，同時に，既存のメディア
とニューメディアの間で大きな衝突を生む。これらの点に関して，もう少し深度を
伴う議論と基本政策の再考を求めたい。
(品)
ITとIT市場においては，収穫逓増により，絶えず何らかの独占が生じている。
しかし，この収穫逓増による潤いも，新たな技術革新の到来までの報酬とも定義で
きる。法規制による参入障壁の存在しないインターネット上において，技術革新の
融合から誕生した配信型メディアは，今正に，産業界に対して大きな衝撃を与えよ
うとしている。このような状況下にありながら， 1デジタルコンテンツのネットワ
ーク流通市場形成に向けた研究会」の第7回(最終研究会報告)に，下記の議事要
旨が掲載されている。
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「これからできる市場規模を予測することはどの経済学者もできない。ただコン
テンツビジネスはネットの上ですべてが完結する初めてのマーケットだけに非常
に大きく化ける可能性がある。研究会の目的は，マーケットの取引費用をできる
だけ小さくするような制度をつくっておくことであり，その結果どれぐらいビジ
ネス規模は拡大するかは今の段階では書きにくい。逆に何もしないでいたら大変
なことが起こりそうだというのも事実。」
上記の議事要旨中には，実は大きな矛盾が隠されている。「コンテンツビジネス
はネットの上ですべてが完結する初めてのマーケットだけに」としてその経、済的価
値を認めながら， i非常に大きく化ける可能性がある」として，その可能4性につい
て言及することを避けている。技術革新による市場のリセットについて，半ば肯定
しながら，その言及を避ける。また，今後の市場予測やビジネス規模の拡大につい
ては， i不可能j，または「困難」としながら，最後に「逆に何もしないでいたら大
変なことが起こりそうだというのも事実」とする，極端に矛盾した締め括りとなっ
ている。
これから形成される新市場については， i予測」することは不可能である。しか
し，予測よりも，原理・原則や技術的動向の上から導き出す「予想」を必要とする
こともある。特に， e-]apan構想のような国家レベルの基本政策では，通信インフ
ラ整備だけを先行するのではなく，同時に，ブロードバンド・コンテンツ市場に関
しでも，明確な指針を示しておかなければならないはずである。上述の「逆に何も
しないでいたら大変なことが起こりそうだというのも事実」を，将来に対する「危
機感の表明」とし，善意に解釈するならば，現在の傍観的な姿勢を早期に改めるべ
きである。また，各種の審議会や調査研究会などを戦略的に統廃合し， i通信j，
「放送j，iブロードバンド・コンテンッ」を一線上に捉えた総合政策の公表を期待
する。
今後の研究について
現時点では， SONYやソフトパンク・グループなどの動向についても，その全
容が公開されているわけではなく，不明な点も数多い。また， SONYに対し，松
下電器グループがどのような対抗策を検討しているのか，その詳細も明らかではな
い。現状においても，既に多くの企業がストリーミング配信事業に新規参入を果た
しており，今後の動向次第では“Metcalfe'sLaw"が作用し始める可能性も高い。
この点については，今後も注視していく必要があろう。
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ストリーミング技術を ITのーっとし，ビジネスに融合する研究については，現
時点では全く未知の領域である。今後，社会的な変化については勿論のこと e-ビ
ジネス e・マーケテイングなども含め，広範囲な研究分野に対して多大な影響を与
えるものと考えられる。本研究は始動期に関する第一歩をテーマとしたものであり，
今後も研究を継続する必要があろう。
?
(1) http://www.k叩 tei.go.jp/jp/s泊gi/it2lketteil010626.html
(2) http://www.broba.cc/ 
(3) r制作作業」ではない。ここでは単純に，高ビットレートの配信用データの製作処理を
指す。
(4) この詳細については，山本 (2002a)を参照していただきたい。
(5) NTT西日本のケースでは， ATMメガリンク専用線型通信接続 6Mbps，経路線長
15Km以内，最低クラスのシングル・タイプ1を選択したとしても，このネットワーク回
線月額基本使用料金だけでも24万円となる。
(6) World Intellectual Property Organization (1996) D収lomaticConference on December 
20，を参照。 http://www.wipo.org/eng/diplcon:fidistrib/94dc.htm
(7) この詳細については， r著作権データベース」の「圏内法令」
(http://www.cric.or担，/dbl企.htmDを参照。
(8) EFFの櫨めた "IntellectualProperty: MPAA (Motion Picture Association of 
America) DVD Cases"を参照。 http://www.eff.orgJIPNideoIMPAA_DVD_cases/
(9) Microsoft， RealNetworks， Appleの3社共に，ストリーミング配信システム構成に
DRM (Digital Rights Management)機能を搭載している。
(10) 参考文献中では， Perryet.αl (2002)。
刷 「ブロードバンドインターネット通信市場規模J，
http:1.帥ww.ec-r.co担'/press/pd:fi20020218.pdfを参照。
(12) http://www.soumu.go担。oho_tsusinlpo1icyreports/chousa/housou_index.html
(13) 総務省放送政策研究会第27会合議事録
http:1.肘ww.soumu.go担I/joho_tsusinlpolic戸eports/chousa/housou/020222_2.html
(14) IInternetWeek 2001Jは2001年12月3-7日(会場:ノtシフィコ横浜)に JPNIC主催
で開催された。
(l5) クラビット株式会社による事業登録報告は， http://www.clubit.co.jp/20020724.htmlを
参照。
(16) http://www.sony.co.jp/Sonylnfo/NewslI手ress/200006/00-0630/
(1カ平成14年版情報通信白書中の「第2章情報通信の現況」を参照。
http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/hl4/html/E2031200.html 
(18) http://www.sonyadtv.coml 
(l9) http://www.akamai.co.jp/pressrelease/press020830.html 
側 http://www.sony.co.jp/SonyInfo/N ews/Press/200111101・1113a/
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ω この詳細については，山本 (2002b)を参照していただきたい。
同 IDC ]apanの「ブロードバンド時代の国内コンテンツ配信市場予測2001-2006 
(IDC#]21503) Jの概要については，
http://www.idcjapan.co.jplPress/CurrentJ20020613Apr.htmlを参照。
加oMetcalfe's Lawとは，ネットワークの世界では参入者や利用者が増えれば，加速的に利
便性が高まり，さらに参入者と利用者が増加し，結果として爆発的な普及に至る，とする
法則である。詳細は，参考文献中の Metca1fe(2000)を参照していただきたい。
制)r e-]apan重点、計画2002J中の rm横断的な課題」を参照。
http://www.kantei.go担。p/sing:i/it拙 etteν020618honbun.html
伺 U.S.Department ofCommerce (1999) 
同詳細は，山本 (2002b)を参照していただきたい。
倒詳細は，山本 (2002a)を参照していただきたい。
同教育事業，芸能プロダクションなどは，事業内容そのものが高いコンテンツ性を潜在的
に有する。
同 KDDI，テレウェイ， IDO (日本移動通信)， OCW (クロスウェーブコミュニケーショ
ン)など0
(30) http://www.aii.co.jp/ 
(31) Leiner et.α1 (2000) 
倒 Licklider(1968) 
倒 Mok戸 (1990，pp.153・155)
倒 http:1.伽ww.soumu.go担。oho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/denki_bukai.html
倒 http:1.的ww.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/yusen_bukai.html
倒 http:1.帥ww.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/housou_index.html
倒 http:1.伽ww.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/joho_bukai.html 
倒 http:1.伽ww.soumu.go担，/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/it/index.html
(39) http://www.soumu.go.jp/s-news/2002lpdfl020730_6_02.pdf 
~o) http://www.soumu.go.jp/s-news/2002lpdfl020730_6_03.pdf 
制 http://www.k印刷.go担。p/sing:i/it2/ketteil020618honbun.pdf 
仏2) http:1.加ww.soumu.go.jp/s-news/200ν011016_2.html 
同 http://www.yusei.go.jp/pressrelease/japaneseIPDF/den恒1001225j60201.pdf
(叫Arthur(1994) 
住5) Arthur (2000) 
同 Delongand Summers (2001， pp. 32-34) 
倒 http://www.soumu.go担l/joho_tsusin/policyreports/chousa/digital_contents/010713_1.html
闘 しかし一方で，総務省の発表した「全国ブロードバンド構想J中には，予想の域にも違
していない，多数の「予測」が記されており，また re-]apan構想」はこれらの予測を基
としている。なお，この詳細については山本 (2002a)を参照いただきたい。
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